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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第54期

第２四半期
連結累計期間

第55期
第２四半期
連結累計期間

第54期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 18,943 21,230 43,143

経常利益 (百万円) 996 1,309 2,482

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
(百万円) 588 784 1,497

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 652 1,027 2,128

純資産額 (百万円) 14,194 15,934 15,300

総資産額 (百万円) 28,786 31,276 31,944

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 16.80 22.39 42.77

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益金額
(円) 16.56 22.03 42.10

自己資本比率 (％) 48.5 50.0 47.1

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 200 1,920 1,154

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △104 △533 △303

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △611 △820 △1,498

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
(百万円) 5,015 5,520 4,896

回次
第54期

第２四半期
連結会計期間

第55期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 11.52 18.92

（注）１ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

なお、更なる経営の効率化を図ること等を目的として、平成29年４月に当社の完全子会社である東日本空調管理株式

会社を吸収合併し、事業統合いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）が

判断したものであります。

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、世界経済の緩やかな回復を背景とした輸出の持ち直しなどに

より、回復基調を維持しておりますが、一方で、人手不足感に伴う人件費上昇などの影響が懸念され、先行きは不

透明な状況となっております。ビルメンテナンス業界においては、引き続き施設の維持管理コストの見直し意識が

強いものの、省エネや省コストに関心が高い状況が続いております。

このような経営環境の中、当社グループにおいては、サービスを提供する現場でのお客様との接点を最重要視

し、当社のノウハウを活かした設備診断、ソリューション提案、省エネや省コスト提案を通じてお客様の潜在的ニ

ーズの掘り起こしに努め、新規物件の獲得や既存契約の維持に取り組んでまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は212億30百万円（前年同期比12.1％増）、営業利益は12億52百

万円（前年同期比33.2％増）、経常利益は13億９百万円（前年同期比31.5％増）、親会社株主に帰属する四半期純

利益は７億84百万円（前年同期比33.4％増）となりました。

なお、当社グループは、建物設備のライフサイクルに合わせて、メンテナンスサービスとリニューアル工事とを

一体化した事業活動を展開しており、当該事業以外の事業について重要性が乏しいことから、報告セグメントを単

一としております。

（２）財政状態の分析

（資産）

総資産は、前連結会計年度末に比べて2.1％減少し、312億76百万円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べて4.5％減少し、176億59百万円となりました。これは主に、現金及び預金

が６億38百万円、たな卸資産が５億24百万円、電子記録債権が２億25百万円それぞれ増加し、受取手形・完成工事

未収入金等が21億79百万円減少したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて1.2％増加し、136億17百万円となりました。これは主に、ソフトウエア

が３億64百万円、投資有価証券が３億13百万円それぞれ増加し、ソフトウエア仮勘定が３億71百万円、投資その他

の資産のその他が66百万円それぞれ減少したことなどによります。

（負債）

負債合計は、前連結会計年度末に比べて7.8％減少し、153億42百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べて10.4％減少し、103億１百万円となりました。これは主に、支払手形・

工事未払金等が７億31百万円、未払金が３億19百万円、電子記録債務が２億52百万円それぞれ減少したことなどに

よります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて2.0％減少し、50億40百万円となりました。これは主に、固定負債のそ

の他が82百万円、退職給付に係る負債が64百万円それぞれ増加し、長期借入金が２億72百万円減少したことなどに

よります。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べて4.1％増加し、159億34百万円となりました。自己資本比率は前連結会計年

度末の47.1％から50.0％となりました。

4658/E04973/日本空調サービス/2018年
－4－



（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は55億20百万円となり、前連

結会計年度末より６億24百万円増加しました。

当第２四半期連結累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、19億20百万円の資金の増加（前年同

期は２億円の資金の増加）となりました。これは主に、売上債権の増減額の減少19億54百万円、税金等調整前四半

期純利益13億13百万円により資金が増加した一方で、仕入債務の増減額の減少９億87百万円により資金が減少した

ことなどによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、５億33百万円の資金の減少（前年同

期は１億４百万円の資金の減少）となりました。これは主に、無形固定資産の取得による支出３億86百万円、有形

固定資産の取得による支出１億33百万円により資金が減少したことなどによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、８億20百万円の資金の減少（前年同

期は６億11百万円の資金の減少）となりました。これは主に、配当金の支払額４億20百万円、長期借入金の返済に

よる支出３億69百万円により資金が減少したことなどによります。

（４）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

（５）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に発生した問題はありません。

（６）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の総額は、５百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（７）従業員数

① 連結会社の状況

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数に著しい増減はありません。

② 提出会社の状況

当第２四半期累計期間において、当社の従業員数に著しい増減はありません。

（８）生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

（９）主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった日本空調サービス株式会社の基幹システム（４億40百万円）につきま

しては、平成29年６月に完成いたしました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 72,000,000

計 72,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 35,784,000 35,784,000

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数

100株

計 35,784,000 35,784,000 - -

（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成29年７月31日

新株予約権の数 208個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 -

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 83,200株（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり １円

新株予約権の行使期間
自 平成29年８月17日

至 平成59年８月16日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 552円

資本組入額 276円

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締

役会の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 -

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３

（注）１ 新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以

下、「付与株式数」という）は400株とする。ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当

日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株

式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行

い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率
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調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはそ

の効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の

額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株

式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合

は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを

適用する。

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の

調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を

新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という）に通知ま

たは公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、

以後速やかに通知または公告する。

２（１）新株予約権者は、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日（以下、

「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することができる。

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、「新株予約権の行使期間」の期間内において、以下

の①または②に定める場合（ただし、②については、下記（注）３に従って新株予約権者に再編

対象会社の新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約若しくは株式移転計画において

定められている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。

① 新株予約権者が平成58年８月16日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合

平成58年８月17日から平成59年８月16日

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契約若し

くは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合

は、取締役会決議がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

（３）上記（１）及び（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。

３ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社

が分割会社となる場合に限る）または株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる

場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効

力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の

成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の

成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会

社の成立の日をいう。以下同じ）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することと

する。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条

件とする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使

価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗

じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交

付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編

行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を

行使することができる期間の満了日までとする。
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（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事

項

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げる。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記

載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

（８）新株予約権の取得条項

以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は

無償で新株予約権を取得することができる。

① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

② 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

③ 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要

することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について

当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってそ

の全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

（９）その他の新株予約権の行使の条件

上記（注）２に準じて決定する。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
- 35,784,000 - 1,139 - 362
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（６）【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本空調サービス従業員持株会 名古屋市名東区照が丘239番２ 3,101 8.67

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８-11 2,245 6.27

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,640 4.58

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,573 4.40

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄３丁目14番12号 1,336 3.73

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 1,128 3.15

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町６丁目11 800 2.24

KIA FUND 136

（常任代理人 シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

MINITRIES COMPLEX POBOX 64 SATAT

13001 KUWAIT

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

718 2.01

林 和子 名古屋市千種区 582 1.63

岡地 修 名古屋市北区 578 1.62

計 - 13,702 38.29

（注）１ 上記のほか、当社所有の自己株式733千株（2.05％）があります。

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,245千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,573千株

３ 平成28年３月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社

三菱東京ＵＦＪ銀行他２名の共同保有者が平成28年２月29日現在でそれぞれ以下の株式を所有してい

る旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行以外の実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数（株）

株券等保有

割合（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 820,000 4.58

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 951,800 5.32

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 92,100 0.51

計 - 1,863,900 10.42

（注） 当社は、平成28年４月１日付で１株を２株に株式分割しておりますが、上記株式数につい

ては、当該株式分割による調整を行っておりません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式（自己株式等） - - -

議決権制限株式（その他） - - -

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 733,300
- -

完全議決権株式（その他） 普通株式 35,046,500 350,465 -

単元未満株式 普通株式 4,200 - 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 35,784,000 - -

総株主の議決権 - 350,465 -

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権の数40個）

含まれております。

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式64株が含まれております。

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合
（％）

日本空調サービス株式会社
名古屋市名東区照が丘

239番２
733,300 - 733,300 2.05

計 - 733,300 - 733,300 2.05

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,404 6,043

受取手形・完成工事未収入金等 11,435 ※１9,255

電子記録債権 445 671

たな卸資産 ※２395 ※２920

その他 809 769

貸倒引当金 △1 △0

流動資産合計 18,490 17,659

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,075 3,024

土地 3,927 3,961

建設仮勘定 0 2

その他（純額） 1,915 1,864

有形固定資産合計 8,918 8,852

無形固定資産

のれん 194 184

ソフトウエア 61 425

ソフトウエア仮勘定 371 -

その他 23 23

無形固定資産合計 651 634

投資その他の資産

投資有価証券 3,320 3,633

その他 569 502

貸倒引当金 △6 △6

投資その他の資産合計 3,883 4,129

固定資産合計 13,453 13,617

資産合計 31,944 31,276

4658/E04973/日本空調サービス/2018年
－12－



(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 5,191 4,459

電子記録債務 2,363 2,110

短期借入金 63 35

1年内返済予定の長期借入金 643 547

未払金 499 179

未払費用 1,580 1,564

未払法人税等 470 518

役員賞与引当金 39 -

受注損失引当金 43 34

その他 607 852

流動負債合計 11,500 10,301

固定負債

長期借入金 2,166 1,893

役員退職慰労引当金 258 277

執行役員退職慰労引当金 16 20

退職給付に係る負債 2,414 2,478

資産除去債務 46 46

その他 241 324

固定負債合計 5,143 5,040

負債合計 16,643 15,342

純資産の部

株主資本

資本金 1,139 1,139

資本剰余金 1,168 1,168

利益剰余金 11,502 11,864

自己株式 △91 △91

株主資本合計 13,719 14,081

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,641 1,848

為替換算調整勘定 △3 4

退職給付に係る調整累計額 △313 △295

その他の包括利益累計額合計 1,324 1,557

新株予約権 142 164

非支配株主持分 113 129

純資産合計 15,300 15,934

負債純資産合計 31,944 31,276
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

売上高 18,943 21,230

売上原価 15,402 17,273

売上総利益 3,540 3,957

販売費及び一般管理費 ※１2,600 ※１2,704

営業利益 940 1,252

営業外収益

受取利息 2 1

受取配当金 28 30

保険配当金 26 15

受取保険金 2 -

その他 13 19

営業外収益合計 74 67

営業外費用

支払利息 13 10

持分法による投資損失 2 -

その他 3 0

営業外費用合計 19 10

経常利益 996 1,309

特別利益

固定資産売却益 1 5

特別利益合計 1 5

特別損失

固定資産売却損 1 0

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 1 1

税金等調整前四半期純利益 995 1,313

法人税等 390 520

四半期純利益 605 793

非支配株主に帰属する四半期純利益 16 8

親会社株主に帰属する四半期純利益 588 784
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

四半期純利益 605 793

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 126 207

為替換算調整勘定 △102 8

退職給付に係る調整額 22 17

その他の包括利益合計 46 233

四半期包括利益 652 1,027

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 650 1,018

非支配株主に係る四半期包括利益 1 9
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 995 1,313

減価償却費 196 223

のれん償却額 10 10

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △0

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △41 △39

受注損失引当金の増減額（△は減少） △13 △8

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 23 22

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 124 89

受取利息及び受取配当金 △30 △31

支払利息 13 10

持分法による投資損益（△は益） 2 -

売上債権の増減額（△は増加） 2,584 1,954

たな卸資産の増減額（△は増加） △605 △525

仕入債務の増減額（△は減少） △1,887 △987

その他の流動資産の増減額（△は増加） △101 43

その他の流動負債の増減額（△は減少） △547 273

その他 4 △36

小計 726 2,311

利息及び配当金の受取額 26 26

利息の支払額 △13 △10

法人税等の支払額 △538 △408

営業活動によるキャッシュ・フロー 200 1,920

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △99 △133

有形固定資産の売却による収入 25 14

無形固定資産の取得による支出 △6 △386

投資有価証券の取得による支出 △13 △13

投資有価証券の売却による収入 - 0

関係会社出資金の払込による支出 △14 -

貸付けによる支出 △1 △2

貸付金の回収による収入 2 5

その他の支出 △72 △115

その他の収入 76 97

投資活動によるキャッシュ・フロー △104 △533

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 53 △28

長期借入金の返済による支出 △399 △369

配当金の支払額 △262 △420

その他 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △611 △820

現金及び現金同等物に係る換算差額 △25 8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △539 574

現金及び現金同等物の期首残高 5,555 4,896

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 - 49

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１5,015 ※１5,520
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、NACS BD Co., Ltd.は、重要性が増したため、持分法適用非連結子会社から連結

子会社（特定子会社）に変更しております。また、NACS TPS ENGINEERING CO., LTD.は、支配力基準により実質的

に支配していると認められたことから、持分法適用関連会社から連結子会社に変更しております。

なお、第１四半期連結会計期間において、当社の完全子会社であった東日本空調管理株式会社は、当社を存続会

社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、NACS BD Co., Ltd.は重要性が増したこと、また、NACS TPS ENGINEERING CO.,

LTD.は支配力基準により実質的に支配していると認められたことからそれぞれ連結子会社に変更したため、持分法

適用の範囲から除外しております。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計期

間末日残高に含まれております。

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

受取手形 - 5百万円

※２ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

未成工事支出金 382百万円 895百万円

原材料及び貯蔵品 13百万円 24百万円

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

役員報酬 215百万円 243百万円

給料手当及び賞与 1,414百万円 1,481百万円

退職給付費用 44百万円 51百万円

役員退職慰労引当金繰入額 20百万円 18百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 5,475百万円 6,043百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △460百万円 △522百万円

現金及び現金同等物 5,015百万円 5,520百万円

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 262 15.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

（注） 当社は、平成28年２月12日開催の取締役会決議に基づき、平成28年４月１日付で普通株式１株につき２株の

株式分割を行っております。当該株式分割は平成28年４月１日を効力発生日としておりますので、平成28年

３月31日を基準日とする配当につきましては、株式分割前の株式数を基準に実施しております。

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月31日

取締役会
普通株式 350 10.00 平成28年９月30日 平成28年12月１日 利益剰余金

３ 株主資本の金額の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日

定時株主総会
普通株式 420 12.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月31日

取締役会
普通株式 385 11.00 平成29年９月30日 平成29年12月１日 利益剰余金

３ 株主資本の金額の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、国内各拠点及び海外において、建物設備のメンテナンス・維持管理、設備診断・環境診断、ソリュ

ーション提案を行うメンテナンスサービスとそれらサービスを提供する現場から派生するリニューアル工事を手がけ、

建物設備のライフサイクルに合わせて、メンテナンスサービスとリニューアル工事とを一体化した事業活動を展開して

おります。また、太陽光発電による売電事業を展開しております。

なお、売電事業については重要性が乏しいことから、メンテナンスサービスとリニューアル工事とを一体化した事業

を単一の報告セグメントとし、記載を省略しております。

（金融商品関係）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。

（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 16円80銭 22円39銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
588 784

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
588 784

普通株式の期中平均株式数（株） 35,019,379 35,050,636

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 16円56銭 22円03銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
- -

普通株式増加数（株） 515,297 578,978

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

- -
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

第55期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当については、平成29年10月31日開催の取締役会にお

いて、平成29年９月30日の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたし

ました。

① 配当金の総額 385百万円

② １株当たりの金額 11円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年12月１日

4658/E04973/日本空調サービス/2018年
－20－



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年11月９日

日本空調サービス株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴木 賢次 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 新家 德子 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本空調サービ

ス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日

から平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本空調サービス株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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